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もそもアダルト情報サイト、出会い系サイトなどの被害が法改正によって保

護すべき法益となり得るものか疑問でもある。そもそも、既に強力な規制が

導入されている迷惑メールについては、今回の議論内容とはまったく無関係

のものである。また、一般的な通販に関する「苦情」を抽出したとして、専

門調査会における委員の発言にもあったように「消費者の思いを入力」して

いるのがＰＩＯ－ＮＥＴであるなら、「相談」内容を精査し、事業者側に問

題があったものか（苦情）、消費者の一方的主張や誤解ではなかったか（苦

情以外）、送り付けに関する相談等、「通信販売」に該当しないものが含まれ

ていないかなど相談結果の分析が欠かせない。 

 
 

２. 苦情相談の発生率について 
 ＰＩＯ－ＮＥＴの統計による通販の相談件数２５万件について、前述のア

ダルト情報サイト、出会い系サイト、オンラインゲームが上位を占めるネッ

ト通販１７万件の７割分を除いて、通販業界における契約件数を基に苦情発

生率を算出すると、0.0098％となる。契約件数１万件あたり１件苦情・相談

が発生していることとなる。通販の相談件数を２５万件として算出しても、

0.0188％（契約件数１万件あたり２件）と極めて低い発生率である。参考ま

でにＪＡＤＭＡの苦情件数で同様に算出すると 0.0007％（契約件数１００

万件あたり 7 件）とさらに低い。（※算出式は別添資料を参照のこと） 
 仮に専門調査会での委員の意見にもあったように「消費生活センターに相

談してくる消費者は氷山の一角であり、実際は何倍もの消費者が被害にあっ

ている」としてもなお、小数点以下の数字である。したがって、本来排除す

べき悪質業者に関わる苦情割合並びに被害にあった消費者の割合は、その他

の多数の善良な事業者、その他の多数の被害にあっていない消費者に比較す

るときわめて少数であることがわかる。したがって、規制強化の立法事実と

して根拠が極めて希薄であることが明確である。 

  
 

３. 電話勧誘販売規制について 
 従来型のメディアの一つである電話については、固定電話の利用は減少し

ているとはいえ、消費者に電話によってアプローチすることは多くの通信販

売事業者において行われている。特に新規顧客の獲得においては有効な手段

の一つである。一部の悪質業者による電話勧誘が行われているからといって、

多くの善良な事業者のマーケティング手法であり販売の方法でもあるもの

に新たな制限を加えることには十分慎重でなければならない。 
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 そうした観点から専門調査会で示されたデータを見ると、電話勧誘販売で

問題となっている商品・役務は、ネット接続回線、ファンド型投資商品など

の特定商取引法の適用除外の商品・サービスに関するものが多い。健康食品

の送り付け商法に電話勧誘が使われたというが、特定商取引法には「申し込

みに基づかない商品の送付」いわゆるネガティブオプションの規定があり、

それによって解決可能なものである。そもそもこれら悪質な電話は詐欺的集

団が多用しているものであり、権利に関する論点で扱われたような、実在の

疑わしいものの販売については、一般的な商品の販売やサービスの提供とは

区別するべきである。また、悪質な電話勧誘に対してはナンバーディスプレ

イなどの機器を利用し、機械的に着信拒否するなど、より実効性が高く、国

家予算による制度的措置よりも国民全体の負担の小さな対策があるのでは

ないか。 
 以上のような状況においては、電話勧誘販売については現行の規制を維持

し、前述の執行強化に関しより議論を深めることで十分であると考える。し

たがって、不招請勧誘の全面禁止、あるいはオプトアウト規制の強化による

条件付き禁止などの規制案については反対である。 
 むしろ、規制強化より規制緩和の議論を行うべきと考える。過去の取引実

績に応じて顧客に電話でアプローチすることは、一般的な商慣習として当然

の行為である。 
 他方、現行の特定商取引法では、最近１年間に２回以上取引実績がある顧

客に電話し勧誘することは「電話勧誘販売」に該当せず、規制対象外となっ

ている。この条件については見直しを行い、過去に１回でも取引実績のある

顧客、あるいは資料請求、サンプル請求してきた消費者に対するアプローチ

については同様に規制対象外とすることが、休眠顧客の掘り起しや、今後ま

すます普及するであろう宅配事業あるいはいわゆる御用聞き事業等を想定

した場合、必要な措置であると考える。 

 
４. 虚偽誇大広告による契約に関する取消権について 

 通信販売において虚偽・誇大広告により契約したものは消費者に取消権を

与えることが議論されているが、虚偽と誇大は別のものであり、また虚偽・

誇大かどうかは極めて主観的なものである。特定商取引法第 12 条において

も、禁止対象はその程度が「著しい」場合に限定されている。民事ルールを

導入した場合、契約の実際の場面において、誰がどのように当該広告が虚

偽・誇大であるかを判断するのか。虚偽・誇大広告の客観的基準が明確でな

い場合、消費者トラブルを防止するどころか逆に増やす結果になることは必

定である。すなわち、商品を返品したいがための口実として、客観的基準の
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不明確な誇大広告を理由とすることが考えられる。また、違法性の高いもの

については民法上の訴訟で対応可能であり、特定商取引法に規定を新設する

必要はない。 
 また、誇大広告に関して、景品表示法が昨年２度にわたって改正され、事

業者が講ずべき管理上の措置が示されたほか、来春には不当表示について課

徴金が課せられることになっている。こうした規制に加え、さらに特定商取

引法において誇大広告に民事ルールが導入されれば、現場は大きく混乱して

しまうことは必定であり、取消権導入に反対する。 

 
５. 海外取引に伴う支払方法の表示義務について 

 ネット通販などによってクロスボーダー取引やクレジット決済取引が増

加する中、海外のアクワイアラー、ＰＳＰに対して割賦販売法の規制を及ぼ

すことができないため、経産省産構審・割賦販売小委員会で国内のアクワイ

アラー、ＰＳＰに対して登録制とし登録番号を付与することとし、海外のそ

れと区別できるようにすることが検討されている。 
 そこで、特商法においてそれら代行会社を利用する通販会社にその登録番

号を通販広告上に表示させることを義務化することが検討されている。表示

義務が新たに課されると、通販事業者は広告表示の見直しが必要となりコス

ト負担を強いられる。通販業界はネット、カタログ、新聞、雑誌、テレビ、

ラジオなど様々な媒体を使用している。これらすべての広告において、改定

作業やシステム改修が必要となる。これらコストを伴う作業をしたとしても、

消費者は商品を購入する際、また代金の支払い手続きをする際に、自分のク

レジットカードが使用できるかどうかが関心事であって、その通販会社がど

このアクワイアラー、決済代行会社を使っているかまで関心はなく、登録番

号を確認することなどない。また、悪質業者は登録などせずとも適当な番号

を表示し、さも登録しているかのように装いむしろこの制度を悪用するであ

ろうことは容易に想像できる。したがってこれらの義務付けはまったく実効

性のないものであり、通販事業者の表示義務が増えることに対しては反対で

ある。 

 
６. 事前参入規制の導入について 

 我が国において本来、事業は自由に開始、展開できるものである。それを

事前に行政がコントロールするというのであれば、よほど公共の安全等に関

わる事業か公益的要素の大きい事業であるべきだということが基本ではな

いか。小売業において許可制、参入規制のあるものは、国民の生命身体の安

全や財産の保全に直結するような事業のみである。また、通販事業は立地に
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ついて特段の制約がなく地方においても創業が可能である。むしろ地方での

事業を行うことが土地、人件費など諸経費が少なくて済むというメリットも

大きい。当協会の有力会員にも地方を拠点とする企業は数多く存在する。事

前参入規制は、地方に多く存在する中小規模の通販参入希望の企業に過重な

参入障壁となりかねず、地方経済の活性化の点からも導入すべきではない。 
 事前参入規制はそうした点からも、地方創生を掲げる現内閣の施策と真っ

向から対立する考え方ではないか。そもそも、一部の悪質業者の排除のため

に多大な行政コストと事業者コストを強いてまで導入する制度ではないは

ずであり反対である。 

 
７. ＦＡＸ広告について 

 ＦＡＸ広告について迷惑メールと同様の規制を導入すべきとされている

が、１０００件程度の相談件数であることや被害額などが不明のまま法規制

を導入する必要があるのか疑問である。単に被害があるから法律で規制する

と考えるだけでなく、ディスプレイ表示で印刷を選択できるＦＡＸを使用す

る、あるいは着信拒否する等の方策も含めて被害防止を考えるべきではない

か。また、実態をより詳細に把握したうえで規制強化を検討すべきである。 

 
８. 消費者教育の重要性、事業者と消費者との関係性について 

 専門調査会では全く議論されていないが、悪質業者から消費者を保護する

ためには、まずは消費者教育なのではないか。特商法において消費者問題が

取りざたされるときは、必ずといっていいほど悪質業者、悪質商法の横行が

指摘されてきた。そのたびに法規制を強化してきたが、一向にその問題はな

くならない。これまでにも豊田商事その他の悪徳ペーパー商法を経験しマス

コミの報道、行政対応を通じて、社会全体で「うまい話はない」ことを学ん

だはずである。しかも、ネット社会の進展とともにその手口が巧妙化してき

ている。しかし、根底にある本質は全く変わってはいない。まさに「うまい

話」はないのである。 
 従って、この問題を解決するには善良な事業者を過剰な規制によって縛る

ことではなく、悪質業者の排除と、騙されない消費者を育てていくしか道は

ない。悪質業者の排除は、行政の執行力と警察力に依存する部分が大きいが、

われわれ関係者として何ができるかを考えると、第一には消費者教育ではな

いか。幼稚園や小学生のころから、社会教育の一環として消費者教育を徹底

することが、騙されない消費者を育てていく近道ではないだろうか。そのた

めに、消費者と事業者を対立軸において考える一部の勢力とは一線を画し、

行政、産業界、消費者とが一体となって取り組むべきではないか。 
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 今回の見直しにおいて提示されている論点は消費者と事業者を対立軸に

据えて考えているものであり、そのような改正案は、消費者問題の解決どこ

ろか、それら二者間のトラブルが増加することによって利益を得るものばか

りの利益となる議論であると考えられ、懸念するところである。 

 
 

 
（別添） 

 

苦情・相談 発生率 2013 年度 

JADMA の苦情相談件数ベース（①÷C） 0.0007 ％ 

PIO-NET の 〃          （②÷C） 0.0188 ％ 

PIO-NET の苦情相談件数のうちアダルト系サイト等除外分（③÷C） 0.0098 ％ 

通販苦情・相談件数 

① JADMA 9000 件 

② PIO-NET 25 万件

③  〃    うちアダルト系サイト等除外分 13 万件

A 通販 1 回あたりの利用金額（JADMA データより） 8400 円 

B 通販市場規模（経済産業省データより） 11.2 兆円

C 契約件数（B÷A） 13.3 億件

 




